
令和５年度 人事行政の運営等の状況の公表
任免に関する状況について

1 　採用の状況
令和 6 年度採用者� （単位：人）
試験・区分名 職種・科目等 受験者数 合格者数 採用者数

大卒程度
一般行政職 18 3 3

保健師 0 0 0
有資格者 4 1 1

短大卒程度
一般行政職 4 1 1
有資格者 1 0 0

高卒程度 一般行政職 12 1 1

2 　昇任の状況
①行政職� （単位：人）
部長・参事級への昇任 1 課長補佐級への昇任 0
課長級への昇任 3 係長級への昇任 2
主幹級への昇任 2 主任級への昇任 5

3 　免職の状況　免職無し

4 　降任の状況　降任無し

職員数に関する状況について
1 　職員数の状況（単位：人）

一般行政職 126
福　祉　職 14 （保育士等）
技能労務職 5
合　　　計 145

� （単位：人）
定数 現数 備　　考

町長事務部局の職員 134 119
議会の事務部局の職員 2 2
選挙管理委員会事務部局の職員 （3） （3） 町長の事務部局職員の兼務
監査委員事務部局の職員 （2） （2） 議会の事務部局職員の兼務
農業委員会事務部局の職員 （6） （5） 町長の事務部局職員の兼務
教育委員会事務部局の職員 30 20
企 業 関 係 職 員 4 4
合 計 170 145

人事評価の状況について
※人事評価の制度について

1 　概要
　地方公務員法第23条の 2 （人事評価の実施）の規定に基づ
き「大野町職員人事評価実施規程」を制定し、職員の人事評
価を平成28年度から実施している。

2 　人事評価の内容
①評価期間等　毎年度 4 月 1 日～翌年 3 月31日
②被評価者　　�町長部局、教育委員会に属する一般職員（休

職中等の職員を除く）
③評価者　　　所属ごとに評価者を区分

種　 別 被 評 価 者 1 次評価者 2 次評価者 決 定 者

町長部局
部 長 副 町 長 町 長 町 長
次 長・ 課 長 部 長 副 町 長 町 長
主幹～主事・単労職・保育士 所属課長 部 長 副 町 長

教育委員会
次 長・ 課 長 教 育 長 副 町 長 町 長
主幹～主事・単労職 所属課長 教 育 長 副 町 長

④評価区分　　能力評価と業績評価の 2 項目において評価
⑤評価基準　　�それぞれの職区分ごとに必要とされる要素を

設定
⑥評価の方法　�要素別点数の合計により S～D の 5 段階にラ

ンク付けする

給与の状況について
1 　職員の給与費の状況
①給与の内訳� （単位：千円）
職員数
（A） 給　料 職員手当 期末勤勉手当 計（B） 給与費 / 1 人

（B/A）
144人 498,190 75,949 198,127 772,266 5,363

※派遣職員を除く。

②平均給与の月額
一般行政職� （単位：円）

平均給与月額 平均給料月額 期末手当 勤勉手当
323,160 279,341 709,268 627,275

技能労務職� （単位：円）
平均給与月額 平均給料月額 期末手当 勤勉手当

261,960 258,140 631,316 501,589
※　給与＝基本給＋職員手当（扶養手当等）

2 　昇給の状況� （単位：人）
区　　　　　　分 合計 一般行政職 技能労務職
職　 　員　 　数 145 139 5
昇給に係る職員数 125 122 3

号級数別内訳

1 号給 1 1 0
2 号給 3 3 0
3 号給 13 13 0
4 号給 79 76 3
5 号給 1 1 0
6 号給 27 27 0
8 号給 1 1 0

比　　率　　（％） 86.2 87.1 60.0
※　休職からの復職時調整を含む。

勤務時間その他の勤務条件の状況について
1 　勤務時間
1 週間あたり（週平均）38時間45分、 1 日 7 時間45分
午前 8 時30分～午後 5 時15分

2 　休憩時間
正午～午後 1 時
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　町の人事行政の運営の状況について、町民の皆さんにご理解いただくため、次のとおり公表します。
� 問合せ先  総務課　☎３5－5364

3 　休　日
A　国民の祝日
B　年末年始（12月29日～翌年の 1 月 3 日）

4 　週休日
土曜日および日曜日

職員の休業に関する状況について
1 　育児休業　3人

2 　育児部分休業　2人

3 　自己啓発等休業　0人

職員の分限および懲戒処分の状況について
1 　分限および懲戒処分者数� （単位：人）

処分内容 処分者数 処分事由

分限処分
免　職 0
降　任 0
休　職 2

懲戒処分

戒　告 0
減　給 0
停　職 0
免　職 0

服務の状況について
1 　職務専念義務免除の承認の状況
①�職務に専念する義務の特例に関する条例（以下「条例」と

いう。）第 2 条第 1 号該当　 0 件（県職員との人事交流）
②条例第 2 条第 2 号該当　 5 件（非常勤消防団員として勤務）
②�条例第 2 条第 3 号（職務に専念する義務の特例に関する規

則第 2 条）該当　 0 件

2 　営利企業等従事の許可等の状況　 3 件

退職管理の状況
1 　大野町職員の退職管理に関する規則第12条該当　0件

福祉および利益の保護の状況について
1 　公務災害の状況　1件

2 　健康管理事業の実施状況（単位：人）
一般定期健康診断 183
人間ドック（共済助成有） 22

※共済短期組合員を含む

研修の状況について
1 　職員研修の方針
　地方分権の進展に伴い、地方自治体には「自己決定・自己責任による特色ある地域づくり」の推進が求められている。また、
住民とともに個性豊かな地域づくりを実現するためには、幅広い視野と適切な判断力を有する人材の育成が重要となっている。
　当町では、主に市町村職員研修センターの研修事業への参加を通じて、職員のさまざまな能力開発と意欲の向上を目指し「自
己企画」「自己決定」「自己責任」を遂行できる人材の育成に努めている。

2 　研修の実施状況（令和 5年度）� （単位：人）

研修名 修了者数 備考
階層別研修

新規採用職員研修 4 職場内研修
新入社員研修 4 県内金融機関
新規採用職員研修 4

市町村職員
研修センター

新規採用職員フォローアップ研修 4
3 ～ 5 年目職員研修 3
中堅職員研修 1
係長級職員研修 5
課長補佐級職員研修 1
課長級職員研修 5

実務研修
個人情報保護制度研修 18

職場内研修
管理職ハラスメント研修 20
民法基礎（家族法）講座【オンライン】 1

市町村職員研
修センター

地方自治制度・地方公務員制度講座【オンライン】 3
行政法講座【オンライン】 4
公文書作成講座【オンライン】 4
ワンペーパーで伝わる資料作成講座 1
女性職員のためのステップアップ講座 1
仕事の効率アップ研修 1
条例の見方・つくり方基礎講座【オンライン】 9

研修名 修了者数 備考
条例の見方・つくり方実務講座 4

市町村職員研
修センター

事例で学ぶリスクマネジメント講座 2
政策形成講座 3
個人情報保護と情報公開講座 1
住民対応能力向上講座 2
行政実務講座（地方公営企業） 1
災害対応実務講座 1
徴収職員折衝力向上講座 1
パソコン講座 1
グラフィックレコーディング研修 2

市町村職員防災連続講座 1 消防防災科学
センター

職域担当看護職研究会 1 地方公務員安全
衛生推進協会

簿記・公会計に関する講義 1 地方公共団体
金融機構

法令実務（基礎） 1
市町村職員
中央研修所法令実務（応用） 1

全国地域づくり人材塾 1

中核人材育成塾 2 岐阜工業高等専門学校 
地域連絡協力会
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